













































周知の事実である。 また, 一定量の広告投下が, 必ずしも一定の効果をも
たらすものとは限らない, むしろ, 広告量投下前には, 広告量投下によっ
てもたらされる効果があいまいであることがほとんどである。そこで,わ








= r(a)µ 十 0(a)
(1) Stigler〔l1〕をみよ。
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広告効果の不職実性と価格 ・ 生産量の決定
の形に特定化し分析をすすめる。ただし,r(a)およびθ(a)はそれぞ
れmultiplicative shif  parameterおよびadditive shift parameterであ
る(21。 これらのshift parameterは,広告伝播率の期待値E 〔1t〕や分散
E 〔ス ー E 〔.1t〕〕2 に強い影響を与える。その影響については,のちに詳
しく検討される。ここでは,広告伝播関数は,広告の大きさがある限度を








p,需要量をqとすれば, ,li=q (p)(ただし,dq/dp< 0)で表現され
る。そのときには,経済全体の消費財需要量は, g 加 と な る。
他方,われわれの経済では,この消費財の供給が, ただ1つの企業によ
ってなされるものと仮定する。 また, この企業はただ1種類の消費財を生
産しているものと仮定する。 そのとき, 企業の生産量は, 広告以外の生産
費0(,liN)と広告のための支出a1Pa とから成つているが,広告を除いた




0 .pawaPa= g N十
(2) Sandomo 〔10〕, Batra and Ulia h 〔 3 〕 ,  Batra〔2〕, 石井〔6〕,
許〔8〕および高橋〔13)をみよ。





af'a との差である利潤,r の期待値 E 〔:r 〕を最大にするように, す な わ
ち,




























B 広告投下量設定 a P,q
C 広告投下量・生産量設定 a,q p
D 広告投下量・価格設定 a,p q
E 生産量・価格設定 l1,p a
の確実さを高めることの2つがある。 広告投下量の增加が需要の期待値
E 〔.1l〕(需要者数の期待値E〔M )を高めることは,,
,il ,il? E〔a〕 =-3j- E 〔;r (a)µ + e(a) 〕
= r' (a)E 〔µ〕 十 l1' (a) > 0
で示され, また, 広告投下量の増加が需要の確実さを高めることは, 需要
の分散を小さくすること,すなわち,,
?E〔え一E〔ス〕)2 =一書j- E〔r(a)µ一r(a)E〔µ〕〕2











分析する。 すなわち, 広告の効果についての不確実性µ が解かれたのちの
企業行動を分析する。分析の結果は,Stigler〔l1〕と同一である。
広告の効果についての不確実性µ が解かれた状態を一µとすれば,潜在的




=pqaN -0 (q i N)-apa ( 1 )
を最大にするように, 広告投下量aと生産量,1r を決定し, さ ら に, 需要
曲線 P =P (,l)によって価格を設定する。
利潤πを最大にする必要条件は
-:話一 =(p十 q告)aJ - 0'aN =0 ( 2 )
および












'il _,、 _ pa
∂ー ( 9aN )  ' 「 a- (r'f十 が ) g N





























まず不確実性µ が解かれ,広告の効果a=r (a)µ 十 8(a) が 既 知 と
なった後の企業行動から検討しよう。
( 6a) お よ び ( 6b)にしたがう企業にとっての利潤極大化の条件は
音 =(p十 q一告 )alV -1i'aJ=0 ( 7 )
すなわち, 限界収入と広告を除く生産の限界費用とが均等する点に生産量
















m‘M E「m af:〔pq(p)aN- 0 (q (p)1uV-)- apa〕l
a L p 」
によって,広告投下量aを決定し,広告の効果が既知となった後に,,
m a a {-p)ilN - 0 (q(p).W)- af,a}
P
および
9=9 ( .P )
によって価格pと生産量qを決定したとしても,(5), (6によって決定される
広告投下量, 価格および生産量と同一水準である。 これは, 代表的個人の需








(9)は(7), ( 6b)から導出されたものであるから, 恒等的に(7)を満たす。 し
たがって
E[(p十qr 一告 一0')N告] = 0
が成立する。 このことから, (u)を
E[(p-o'、)q 一器一]='isr (12)




'〔(P-f) 9 〕 =  , 南M - (p-o・)q,一器一) (13)
と変形することができる。 広告を除く生産の限界費用の非通減 (fll''a)
と代表的個人の需要曲線の傾きの弾力性が1よりも小,すなわち,
-q告 /一告 < ,
とを仮定すれば, 国 よ り,
??








者(一器一) =者 (r'(a)µ+o' (a))  = r'(a) ('6)
によって,広告がその効果を確実にするとき(広告が需要の分散を小さく
するとき,すなわち;r' (a) < 0 の と き ) に は,
c,n,((p-?')q,-gj-)≧ 0  (17a)
を得ることができる。また,:r' ( a ) > 0 の と き に は ,  (17a)の不等号が
逆向きになる。
以下では,広告の効果を3つの型に分け,分析する。
i )  広告が需要の期待値を高めかっ需要の分散を小さくする効果をもっ場
合 ;
これは
一書j- E:〔]N〕 = (r'(a)E 〔µ〕 十0'(a) )N「> 0
?E 〔λN -E ONll〕2=2rr'N'E〔µ一E〔µ〕〕2く0
の表現と同等である。 ここから, r' < 0 ,  したがって(17a)が成立す
i1
る。-1jl; - E 〔.alV 〕 > 0 と ( 1 7a) に よ り ,  (13)を'〔 (-9 〕 ≦有
と書き改めることができる。さらに(18)を
i 〔 P-f'〕十 E 〔g〕E
(18)
j-]N-3l,,







cov (P -0',q) ≧ 0
であるから,(19)は
E 〔p〕一E 〔g;'〕=E〔p-0'〕
≦ j 〔p一φつ 十一p一eWj(〔一9jl lg)
(20)
の形に書き改められる。 これは
E 〔p〕 ≦E 〔m c〕 十E 〔m a〕
を意味している。すなわち,広告の投下が企業の需要の期待値を高めかっ
需要の分散を小さくするが故に,企業を強気にせしめ,企業をして期待価







-3i-E 〔P (a (aN )) 〕=E[告各] > o
となることから明らかである。
] < 0
ii) 広告が需要の期待値を高める一方で需要の分散を大き く する場合;
これは,
lil? E〔aN〕 > 0
∂? Ell N -EaN〕2 = 2rr'N2E 〔µ一 E〔µ〕 〕 a > 0





cov( (p-0')q,?) ≦ 0  (171b)
である。 (17b) と?E 〔 加 ) =E[一器一]N > 0 に よ り,(13)を
i 〔 ( P-0) 9 〕 ≧j「∂ lN (21)[ a」
または
E 〔p-,が〕十 C〇't1 (p- ','i) (22)












, C〇V (p-0,,q1)E 〔p-0〕 十  ≧?E q〕 E 〔li E ]N (22)
に変形することができる。 これは,ii) と同一である。 したがって, 期待
価格と期待限界費用との間の大小関係を判定できない。





音 = 0  (l4)'
したがって,(15)において























モデルは, 代表的個人の需要関数q=q(p) な い しp=p (q) は ,
確率変数を合んでいないから, 企業が事前に, 広告投下量と生産量を決定
しても, 広告投下量と価格を決定しても, 同じ結果が得られるle1。 そこ
で, ここでは, 事前に広告投下量と生産量とを設定する企業を分析する。
広告投下量・生産量設定企業が,期待利潤E 〔π〕
E 〔π〕=E 〔p q N-0 (g11lN)- apa〕
を最大にするための必要条件は
-3q- E 〔π〕 =E[(p+ q者)1 N -0'2N]=o
?E〔一 〕=E[pqN告 一φ'q N 一器一一 pa]=
であるo
(23)を整理すれば,
dp E 〔fi'λ〕 , cov(l11',a)P + 9 dg =w= i 〔f〕+w
を得るoco,t,(φ'1t) は
者φ ' = 0″r9 N ≧o
∂ ∂百 ス = 百(rµ十θ) =「 > 0
によって,cov(φ',1) ≧ 0 と な る。したがって, (25)は
(23)

































'〔 ('-°')9〕 =有 一 covl(P (27)
が得られる。 このi)の場合は, 数式的にはE[一器一]> 0 かっr' < 0 で 示
される。ここで
?(P 一事')q=-0″r,fN≦0
音(善)=者 (r'µ+θつ = r' <o











に よ り ,cot,(P -0',g)=0 で あ る こ と E〔p〕=p,E 〔g ) =qであ
ることに注意すれば
p- E 〔φ'〕 =
i
, C〇・1 (p-0,,9)
i 〔 1-0〕十一j 〔 g 〕
= 一「生2  (3o)[一器一]
すなわち,
p≦E 〔,ltc)十 E 〔,,1a〕 (30)'
が得られる。
広告を除く生産の限界費用が一定 ( li1'=0 ) の と き に は,co・t,((p一事')q.


















'〔(-9 〕 =有 一 , ∂a(P -l1; )q-3 i-E (27)
が得られる。このii)の場合は,数式的にはEl[一器-]> 0 かっr' >0
で示される。ここで















に変形することができるが, i )  と同じ理由により,
C〇t1 (p-
_ pl:l- q E [一器一]N
すなわち









で成立する。 このことは, φ″= 0の広告投下量・生産量設定企業の広告
投下量は, 確実性下の企業のそれと同一であることを意味している。











-1書j- E 〔,uV 〕 =E [一器一]N「< 0
E 〔えN-E 〇Nll〕2 = 2rr'N2E〔µ一E 〔µ〕)2 < 0
の表現と同等である。 こ の ii)の場合も, (24)より(27)を得ることがで








下量は, 確実性下の企業のそれと同一水準に決定され,,0,″> 0 の と き に
は, 確実性の企業の広告投下量よりも低く設定されることになる。
7. 価格・生産量設定企業











r=pq,.;llV -0 (l 2N)-apa (34)
が最大になるように決定する。すなわち,
∂ ∂2 ∂i-?=PqlNl11l;j一φ'gN-j a- 1Pa=0 (35)
を満たすように,最適広告投下量aを決定する。 aの値は,(35)を解くこ
とにより,
a =a (q,µ) (36)
または










-l是j- E〔1二〕 =E [(P 十 ,r考一) .1llV - 1il',uV一f'一器一告 一o'qN ?i9j-pa-告]









E [(-r _器一 _0'gN_器__pa)告]= 0
が成立する。このことから,(39)は
.E[(p + q-ij- o,),uv]=o
と書き直すことができる。(40)は,さらに





co,v( li':,‘1t ) ≧ 0
が得られる。したがって,(41)は




m r ≧ E〔,nc〕
を意味してぃる。






の第2項の共分散が零になることから, (42) は等号で成立する。 すなわ
ち, この企業は,確実性下の企業と同一水準に,生産量を(したがって価
格をも)設定する。
広告を除く生産の限界費用が通增(0″ > 0 ) の と き に は ,  (42)は厳密-73- 2l
広告効果の不確実性と価格 ・ 生産量の決定









5つの型に分けた。 すなわち, (A)事後に広告投下量, 生産量および価格
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